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１　はじめに

地球の気候変動問題はエネルギー・環境政策における大きな課題

の一つである。もし地球の気温上昇を生態系・社会・経済に危険な

干渉を及ぼさない範囲に抑えるとするなら、今世紀中に温室効果ガ

スの排出量を大幅かつ緊急に削減する必要がある。

地球レベルでも、先進国の間においても温室効果ガス排出量を削

減するということは現状の継続とは全く違うものである。その意味

で、初めて先進国が温室効果ガスの排出量を削減・制限することに

同意した京都議定書は、地球規模での温暖化対策における画期的な

出来事であった。しかし、京都議定書の第１約束期間開始まであと

４年と近づいても、多くの締約国が京都議定書の目標達成に向かっ

て進んでいないというのが現実である。そこでさらなる政策と措置

が必要になるわけであるが、新たな温暖化防止政策手段の導入にお

ける課題には２つの側面が存在する。第１に、その政策手段は京都

議定書の目標を達成するものでなければならない。第２に、ますま

すグローバル化し、費用のわずかな変化が競争力に著しい影響をも

たらすような競争の激しい現在の世界においては、温室効果ガス排

出量の削減・制限はそれにかかる費用を最小化するものでなければ

ならない。

このような流れから、昨今は市場ベースの政策手段に注目が集ま

っている。相対価格がもたらすメッセージに基づき、経済主体がそ

れぞれに意思決定を行うことにより、各国内・各国間において最適

な資源配分が保証される理論的可能性を持つからである。京都議定

書において参加国間の排出量取引が一つの重要な方法として採用さ

れたことにより、今度は、企業レベル、施設レベルにおける排出量取

引の導入が今日の温暖化対策の重要争点となっている。

本提案ペーパーは、日本が京都議定書の約束を確実に遵守するよ

う、今議論されている新たな追加的な政策・施策に関する議論に貢

献しようとするものである。温室効果ガス排出量取引制度は、温暖

化対策のポリシー・ミックス（総合政策）の中心となり得る。しか

し、排出量取引制度は唯一絶対の政策手段ではなく、補完的なイン

センティブや規制をおり交ぜたものとあわせて構築されるべきであ

る。さらに、制度としても、可能な排出量取引制度を設計するうえ
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でたった一つしか選択肢がないというわけではなく、様々に設計され

た選択肢が学問的領域および政治的領域の双方で議論されている。

本論では、EUの排出量取引制度についての議論とその導入の現

状をもとに、ポリシー･ミックスに排出量取引を包含するにあたっ

ての重要な課題について論じている。これに基づき、日本において

排出量取引制度を設計する際の要点を提案している。

本論の内容は必然的にEUでの排出量取引制度の設計・導入プロ

セスが反映されている。よって、すべての研究結果が直接日本の温

暖化対策に適用できるものではない。しかしながら最近のEUの経

験から、排出量取引制度の主な制度的選択肢を早期に徹底的に議論

することが不可欠であることが明らかとなっており、本論の目的は

そのような議論を促すことにある。
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２　排出レベルの現状と予測

最新の日本の温室効果ガス排出インベントリ（2004年５月18日

日本政府発表）によれば、京都議定書が対象とする全温室効果ガス

のうちの94％を二酸化炭素が占める。

－ 7－

基準年* 1990 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

百万トンCO2換算

議定書対象６ガス 1,236.9 1,187.2 1,326.9 1,352.0 1,357.8 1,306.7 1,328.4 1,336.7 1,302.3 1,330.8

二酸化炭素（CO2） 1,122.3 1,122.3 1,213.1 1,234.8 1,242.0 1,195.2 1,228.4 1,239.0 1,213.8 1,247.6
内訳
発電 296.3 296.3 311.2 312.4 305.5 294.9 313.5 323.9 315.9 344.1
その他エネルギー産業（エネルギー利用） 42.3 42.3 41.4 41.3 42.5 39.5 38.5 38.3 34.7 35.1
その他産業（エネルギー利用） 368.5 368.5 380.4 392.5 404.1 370.6 377.8 378.9 366.6 375.9
廃棄物焼却 16.9 16.9 21.6 22.4 23.4 24.0 23.9 24.8 24.2 24.2
工業プロセス 57.0 57.0 59.2 59.0 57.6 52.3 51.9 52.8 50.5 49.0
運輸 210.7 210.7 250.7 258.6 262.1 258.5 262.1 258.1 260.3 254.7
家庭 57.3 57.3 66.8 66.5 65.4 65.0 67.1 69.1 65.6 68.1
業務その他 73.3 73.3 81.7 82.0 81.5 90.4 93.6 93.2 95.9 96.3
燃料から漏出 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

参考項目**
国際バンカー油：航空機 13.2 13.2 16.9 18.4 19.1 20.0 18.4 16.5 18.6 21.2
国際バンカー油：船舶 17.5 17.5 21.2 12.5 16.2 17.1 15.8 17.0 14.7 15.6

メタン（CH4） 24.7 24.7 23.3 22.9 22.1 21.5 21.1 20.7 20.2 19.5
一酸化二窒素（N2O） 40.2 40.2 40.8 41.7 42.2 40.8 35.1 37.8 35.1 35.4
ハイドロフルオロカーボン類（HFC類） 20.2 20.2 19.9 19.8 19.3 19.8 18.6 15.9 13.3
パーフルオロカーボン類（PFC類） 12.6 12.6 15.2 16.9 16.5 14.9 13.9 11.7 9.6
六フッ化硫黄（SF6） 16.9 16.9 17.5 14.8 13.4 9.1 6.8 5.7 5.3

基準年比

議定書対象６ガス 7.3％ 9.3％ 9.8％ 5.6％ 7.4％ 8.1％ 5.3％ 7.6％

二酸化炭素（CO2） 8.1％ 10.0％ 10.7％ 6.5％ 9.5％ 10.4％ 8.2％ 11.2％
内訳
発電 5.0％ 5.5％ 3.1％ －0.5％ 5.8％ 9.3％ 6.6％ 16.2％
その他エネルギー産業（エネルギー利用） －2.1％ －2.3％ 0.4％ －6.7％ －9.1％ －9.6％ －18.1％ －17.0％
その他産業（エネルギー利用） 3.2％ 6.5％ 9.7％ 0.6％ 2.5％ 2.8％ －0.5％ 2.0％
廃棄物焼却 27.7％ 32.1％ 38.4％ 41.7％ 41.3％ 46.4％ 43.1％ 43.2％
工業プロセス 3.9％ 3.5％ 1.0％ －8.3％ －9.0％ －7.4％ －11.4％ －14.0％
運輸 19.0％ 22.8％ 24.4％ 22.7％ 24.4％ 22.5％ 23.6％ 20.9％
家庭 16.7％ 16.2％ 14.2％ 13.6％ 17.2％ 20.6％ 14.6％ 19.0％
業務その他 11.5％ 11.8％ 11.1％ 23.3％ 27.7％ 27.1％ 30.8％ 31.4％
燃料から漏出 17.3％ 15.2％ 20.8％ 13.8％ 13.2％ 18.8％ 16.5％ 24.6％

参考項目**
国際バンカー油：航空機 28.3％ 39.8％ 45.1％ 51.6％ 39.4％ 25.2％ 41.4％ 60.4％
国際バンカー油：船舶 20.8％ －28.9％ －7.3％ －2.2％ －9.8％ －3.0％ －16.1％ －11.2％

メタン（CH4） －5.7％ －7.5％ －10.9％ －13.0％ －14.7％ －16.3％ －18.4％ －21.1％
一酸化二窒素（N2O） 1.5％ 3.8％ 4.9％ 1.6％ －12.7％ －6.0％ －12.6％ －11.9％
ハイドロフルオロカーボン類（HFC類） 0.0％ －1.8％ －2.2％ －4.7％ －2.2％ －8.1％ －21.5％ －34.1％
パーフルオロカーボン類（PFC類） 0.0％ 21.0％ 34.6％ 31.4％ 18.5％ 10.2％ －7.1％ －23.4％
六フッ化硫黄（SF6） 0.0％ 3.4％ －12.6％ －20.8％ －46.1％ －59.7％ －66.5％ －68.7％

注：*  HFC類、PFC類、SF6の基準年は1995年。その他のガスの基準年は1990年。
**参考項目は合計には含まれていない。

出所：温室効果ガスインベントリオフィスからエコ研究所作成。

表１　日本の温室効果ガス排出量：1990～2002年



京都議定書における日本の約束は「1990年レベルの排出量の６％

削減を達成する」ことであった。しかし、温室効果ガスの排出量は

1990年から2002年の間に約７％増えている。したがって、この約

束を果たすには１億6800万トン相当におよぶCO2削減量のギャッ

プを埋めなければならない1。

全CO2排出量の61％は、工業プロセスと廃棄物焼却を除くエネ

ルギー転換部門と産業部門から排出される。また、全CO2排出量の

うち、運輸部門は20％、家庭・業務部門はそれぞれ５％、８％を

占める。

家庭・業務・運輸部門からの二酸化炭素排出量は1990年から

2002年の間に最も急速に増加しているが（それぞれ19％、31％、

21％の伸び）、電力部門も16％上昇している。エネルギー産業では

ない他の産業部門からの排出量すらも1990年レベルに比較すると

約２％の上昇がみられる。

発電からの排出量は日本の全CO2排出量の28％にのぼり、鉄鋼

生産が第２の排出源となっている。

表２には温室効果ガスの排出に関する異なる予測がまとめて示さ

れている。すべての予測は「現行対策（推進）ケース」、つまりす

でに設定された政策・施策のみが考慮に入れられている。

これらの予測から2010年の排出レベルは2002年のそれと大体同

じレベルであることがわかる。しかし、これは日本の京都議定書約

束の達成からは程遠い。エネルギー起源の二酸化炭素排出量は3.2

～5.8％の減少が見込まれるが、その他のプロセスからの二酸化炭

素排出量、メタン・一酸化二窒素の排出量が大量に増加する可能性

がある。経済産業省はハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフ

ルオロカーボン（PFC）、六フッ化硫黄（SF6）の大規模な増加を

予測しているが、過去の傾向からみると、今行われている見直しで

は大幅な修正が生じる可能性があることが示されている2。

こうした予測を背景として京都議定書を遵守するためには、追加

的対策が取られなければならない。日本においては二酸化炭素が温

室効果ガスの大半を占めている状況を考慮すると、エネルギー起源

のCO2排出量に注意を向ける必要があろう。
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1 京都議定書の3.3条、3.4

条の定めるLULUCF活

動、および柔軟なメカニ

ズムの使用は含まない。

諸文書の分析から、3.3

条、3.4条の活動を合わ

せると日本の削減約束の

約3.9％（最大、4800万

トン相当のCO2削減量）

に達する可能性が判明し

た。この推計には、日本

は森林管理活動のための

キャップ（1300万トンC

相当）を最大限に使用す

ると想定している。だが

不確実性の問題のため、

本 分 析 に お い て は

LULUCF活動の寄与は対

象外とする。

2 ２つの予測の総温室効果

ガス排出量の違いは3100

万トンCO2相当であり、

無視できるものではな

い。
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排出量 2010年の予測（現行対策（推進）ケース）

環境省 経済産業省 予測の範囲

基準年* 2002

百万トンCO2換算

エネルギー起源の二酸化炭素（CO2） 1,048.3 1,174.3 1,136.7 1,106.0 30.7
内訳

エネルギー転換部門** 82.0 81.9 73.6 68.0 5.5
産業部門 476.1 468.0 446.7 441.0 5.7
家庭部門 129.2 166.3 158.5 156.0 2.5
業務その他部門 143.9 196.7 197.7 179.0 18.7
運輸部門 217.2 261.5 260.2 261.0 0.8

非エネルギー起源のCO2、メタン（CH4）、 138.9 128.2 127.3～134.1 133.0 6.9
一酸化二窒素（N2O）
HFC類、PFC類、SF6の排出 49.7 28.3 精査中 74.0

合計 1,236.9 1,330.8 1,313.0

2002年比

エネルギー起源の二酸化炭素（CO2） －10.7％ － －3.2％ －5.8％
内訳

エネルギー転換部門** 0.2％ － －10.2％ －17.0％
産業部門 1.7％ － －4.5％ －5.8％
家庭部門 －22.3％ － －4.7％ －6.2％
業務その他部門 －26.9％ － 0.5％ －9.0％
運輸部門 －16.9％ － －0.5％ －0.2％

非エネルギー起源のCO2、メタン（CH4）、 8.3％ － －0.7％～4.6％ 3.7％
一酸化二窒素（N2O）
HFC類、PFC類、SF6の排出 76.0％ － 161.9％

合計 －7.1％ － －1.3％

注：*  HFC類、PFC類およびSF6の基準年は1995年。その他のガスの基準年は1990年。
**エネルギー転換部門の排出は需要側に配分されている。

出所：環境省（2004）、経済産業省（2004）、エコ研究所作成［数値は英語原文作成時のもの］

表２　温室効果ガス排出予測：1990～2010年



３　温暖化対策ポリシー・ミックス
における排出量取引

3.1 一般的な温暖化対策の背景

気候変動に取り組むための政治戦略では、異なる時間的視野を考

慮しなければならない。短期的には、限られた資源の効率的配分が

温暖化防止政策における主な課題であり、市場経済においては、市

場を基盤とした手段が重要な役割を果たす。

温室効果ガスの排出に意味のある価格を設定することができ、市

場の構造が、この価格シグナルを企業の意思決定プロセスに有効に

働けば、効率的資源配分がもたらされ、排出量目標が最小費用で達

成される。この外部費用の内部化が市場ベースの温暖化防止政策手

段の主な機能である。

しかしながら、長期的な気候変動の課題に対処するためには、外

部費用を内部化する市場ベースの手段を導入するだけでは十分でな

い。以下のような理由により、価格とより直接的な規制の両方を使

用した政策の組み合わせが必要であろう3。

－ 10 －

図１　包括的・一貫性のある温暖化対策ポリシー・ミックス
の側面
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出所：Enquete Kommission Energie（2002）

3 温暖化対策ポリシー･ミ

ックスの必要性に関する

議論については I E A

（2002）やSore l l /S i jm

（2003）を参照。



第１に、既存の市場の歪みと障壁により、温室効果ガス排出量の

価格シグナルが弱められたり消えてしまう可能性がある。温暖化防

止政策が効果をもつには、政府がこれらの障壁を取り除く様々な政

策手段をとる必要がある。そのような手段とは、特定の市場の歪み、

技術、プレーヤーを対象とするもの、および一般的な市場構造の改

善を目的とする。

第２に、実証分析から、市場はほぼ例外なく短期的な目標に注目

することが判明している。すなわち、長期的な温暖化防止政策目標

を達成するためには、未知の外部費用を部分的に内部化するとして

も、より直接的な形の規制・支援による技術革新や構造変化が必要

となる。その意味において、長期的な温室効果ガス削減を支える技

術である再生可能エネルギー技術の開発は、最重要課題の一つであ

る。

第３に、市場ベースの手段で、気候変動のような地球規模の問題

に対処するための目標や責任分担を決定することは不可能である。

これらの事項に関しては、科学的根拠、外交、歴史的責任の認識に

よって政策の文脈が決まってくるだろう。

結果、温暖化対策には国内政策・国際政策の枠組みにおいて入念

に計画されるべき包括的なポリシー・ミックスが必要となるが、外

部費用の内部化を目的とした市場ベースの手段は、持続可能な温暖

化対策の中心的役割を担う。

3.2 外部費用の内部化

温室効果ガスの排出に価格を付与するには、１）従量税の課税、

２）市場の創出、３）補助金、という３つの選択肢が存在する4。

課税を通じ排出に価格を付与する方法は、外部費用の内部化のた

めの戦略として広く使用されている。

しかし、環境税には多くの制約がある。特定の排出レベルを達成

することが政策目標であるから、適正価格を設定することは不可欠

であるが、これは環境税の未解決の課題として残っている。さらに、

課税には貿易障壁の制限（発電用燃料への課税vs電力課税など）、

新しい税に対する抵抗、十分に高いレベルで課税することの難しさ

などの問題がつきまとう。

上記のような環境税に関する問題は、最近の日本のエネルギー税

の分析からも浮き彫りになった。つまり、電力と他燃料（石油製品、

LNG、LPG、石炭）に対し課税されると同時に、最も重要なエネル
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4 補助金の問題は本章では

扱わない。



ギー税はディーゼルとガソリンに課税されている。このように、今

日の日本のエネルギー税は諸外国同様、運輸部門に焦点を当ててお

り、道路建設に対する財源の必要から主に決定されている。一方、

電力と燃料に対する税は、さまざまな燃料の温暖化への影響を適切

に反映させたものではない。

最後に、競争の歪みを避けるために必要な国際税制協調と国境税

調整は非常に複雑な問題である。限界削減費用が高い場合、あるい

は限界削減費用に関して大きな不確実性が存在する場合、国内排出

量削減目標を達成するための適切な課税レベルを設定することは、

複雑かつ政治的にも難しい課題となる。

次の選択肢は排出量取引制度（特に排出の上限を決めるキャップ

・アンド・トレード・アプローチに準じるもの）である。この制度

－ 12 －

固定化された目標 固定化されていない目標

排出量取引 課徴金 補助金

費用対効果および公平性 ● ○ ○

社会にとっての費用対効果 ● ● ▼
排出源にとっての費用対効果 ● ○ ●
排出源にとっての公平性 ● ▼ ○
管理負担 ▼ ○ ○

政府に必要とされるもの ○ ○ ▼

コスト ○ ○ ▼
分析の容易さ ◇ ▼ ○

目標達成の確実性 ◇ ○ ▼

行動の強制 ● ○ ▼
モニタリング能力 ▼ ▼ ○
使用の馴染みやすさ ○ ▼ ●

汚染防止 ○ ○ ○

防止に利点を与える ○ ○ ◇
学習への焦点 ○ ○ ○

環境的公平性および公正 ▼ ▼ ●

分配結果 ▼ ▼ ○
効果的な参加 ▼ ▼ ●
改善 ○ ○ ●

適応性 ○ ○ ○

プログラム修正の容易さ ▼ ▼ ◇
排出源にとっての変更の容易さ ● ● ○

技術革新および普及 ◇ ● ○

必要とされている産業での革新 ◇ ● ○
環境製品・サービス産業での革新 ◇ ● ○
技術の普及 ○ ● ●

○普通。●有効：その手段は当該基準を達成するためには特に信頼のおける選択肢となる。
◇場合による：その手段は、状況次第で有効または普通となるが、悪い選択肢にはなりにくい。
▼要注意：もし当該基準が特に重要なものであれば、その手段は注意して使用されるべきである。

出所：OTA（1995）
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図２　外部費用内部化のための政治的手段の評価



では、望ましいレベルの排出量を定義し、これを制度における全体

的なキャップ（排出量の上限値）として、このキャップに等しい排

出枠証書を発行するのが第１段階となる。参加者は特定期間内の各

自の排出量をカバーするのに十分な証書をもつ必要があり、これを

遵守できなかったものに対してはペナルティが課せられる。したが

って、事業者は排出削減措置を導入するか、遵守するために排出枠

証書を購入するかの選択を迫られることとなる。また、市場におけ

る排出枠証書の価格は、需要と供給によって決まり、温室効果ガス

排出の潜在的な価格に相当する。

図２は排出量取引、汚染課徴金・課税、補助金の排出量削減目標

達成度、費用、その他の側面を比較したものである。

温室効果ガスの排出に対する課税は、排出量の計測とモニタリン

グを行うことが非現実的だといえる小規模の排出者や運輸部門な

ど、キャップ・アンド・トレード・アプローチに関わる取引費用が

大きな負担となる排出源にとっては最適な方法である。しかし、大

規模で多様な排出源が存在する部門にとっては、全体的な目標を明

らかにし、目標達成のための費用を最小化できる排出量取引制度が

最適なアプローチとみなされるようになってきている。補助金もポ

リシー・ミックスのなかに含めることが可能だが、技術革新や普及

が最重要目標である領域、または初期段階の構造改革が求められる

領域にのみ適用を限定すべきであろう。

3.3 自主協定の可能性

科学的というより政治的な議論の場面において、自主協定は、課

税や排出量取引制度による外部費用の内部化に代わる、より実現可

能な代替案としてしばしば提案される。

温暖化対策の分野でも自主協定の成功例をいくつかあげることが

できるが、同時に多数の失敗例が存在することも事実である。成功

するかどうかは実際の自主協定の制度設計（各企業または総排出レ

ベルやモニタリングと遵守制度など）により決まる。

確かに自主協定は技術の普及や情報格差を埋めるうえで重要な役

割をもつが、それ以上の結果を望み、野心的な大幅な排出量削減目

標を達成するために高価な削減対策が必要とされる場合、自主協定

は失敗、あるいは非効率な資源配分をもたらす。

多方面からの主張や交渉プロセスがもたらす歪みを考慮すると、
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価格シグナルを基準とした資源配分のほうが、より効率的なアプロ

ーチとなる可能性が高い。

ドイツの分析（Matthes et al 2003）では、既存の自主協定システ

ムを排出量取引制度に置き換えることによって、年間１億5000万

ユーロから５億4500万ユーロの遵守費用削減が可能になることを

示している。

排出量取引のこのような効率性での利点を考えた場合、自主協定

は、温暖化対策のポリシー･ミックスにおいて限定的な役割を果た

すことは可能だが、野心的な排出量削減を目標とした長期間にわた

る外部費用の内部化を実現するうえでは、可能な代替案と見なすべ

きではないだろう。

3.4 排出量取引制度の潜在的便益

経済理論、およびその他の環境政策の領域における実証的研究に

よれば5、市場ベースの柔軟な手段を使用した温暖化対策は、経済

効率を改善する。しかし、日本における排出量取引の導入がもたら

す費用削減のレベルがどれくらいかということが、より興味深い問

題である。

温室効果ガス排出量取引制度に関する実証的研究はあまりない

が、それでもなお、他の排出量取引制度の経験から排出枠証書を購

入する費用が制度開始の時点で想定された削減費用より大幅に低く

なることが示されている。

本論の性格上およびデータの不足からここでは日本のための定量

分析を行うことはできなかったが、比較分析からいくつかの結果と

最初の推定値を求めることができる。

EUの排出量取引制度に備えて、当時の15の加盟国をカバーする

詳細なモデル試算が行われた。

いくつかの欧州の国と日本の国レベルでの類似性を検討すると、

モデル試算結果から日本における排出量取引の経済的便益を推測す

ることが可能である。

図３は一次エネルギー総供給の構成内訳、ならびに欧州と日本の

一人当たり一次エネルギー総供給を示している。

日本の一次エネルギーの構成からは、石炭の割合がイギリスと同

程度に高いことがわかる。石油のシェアは欧州各国（イタリア以外）

よりかなり高く、天然ガスが占める割合は比較的低い。一次エネル
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5 事例分析とより詳細な議

論については O E C D

（2002＋2004）を参照。



ギーとしての原子力の割合は重要だが、フランスやスウェーデンよ

りは大幅に低い。発電においては、原子力発電の割合はドイツと同

程度である。比較の結果、特に石炭と石油の大規模な消費者である

発電部門での大幅な燃料転換の可能性が想定できる。

欧州の一次エネルギー消費に比較すると、日本経済は非常に効率

的であり、いくつかのEU加盟国では一次エネルギー消費が日本に

比べ極めて高い。

上記のような一次エネルギーの消費レベルと供給の構成の全般的

な比較から、日本でのエネルギー活動からの二酸化炭素削減の可能

性は、イタリア、フランス、スウェーデンよりも極めて高いと結論

づけられる。また、一次エネルギーの構成に基づくと、日本の削減

可能量は、ドイツ、イギリス、EU平均のそれに匹敵する。消費側

に関しては、EU諸国の削減可能量より若干低い。

図４は排出量取引制度のさまざまなオプションに関するEUのモ

デル試算結果を示している。

EUでは国内政策を他の措置から国内キャップ・アンド・トレー

ド制度にシフトすることで15～85％以上の費用削減が可能になる。

一次エネルギーの構成において石炭の割合が高い国は、国内市場の

－ 15 －

図３　欧州・日本の一次エネルギー総供給（Total Primary Energy Supply: TPES）の構成
と一人当たりTPES、GDP一単位当たりTPES（購買力平価換算）（2002年）
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最適化から最大の経済的な便益を得ることが可能になる。

もし、EU域内においてエネルギー産業の最適化を許容するよう

な形で、各国の国内排出量取引制度が統合された場合、経済面から

見た削減可能性がより低い国々にとっては、より多くの便益を得る

ことができる。経済的便益としては、排出量取引の柔軟性がなかっ

た場合に比較すると、全体での費用削減は約35～95％におよび、

EU平均では60％の費用削減が実現できる可能性がある。原子力発

電の割合が高い国にとっては、他のエネルギー集中型産業が排出量

取引制度に統合されれば、費用削減の可能性がさらに高まる。他部

門をさらに統合させると、便益はわずかながら失われる。しかし、

他の付属書Ⅰ国の排出量取引市場との統合により、フランスやスウ

ェーデンのように原子力に対する依存度が高い国以外には、より大

きな便益をもたらすことができるだろう6。

これらの国々の一次エネルギーの構成を考慮したうえでモデル試

算の結果を比較すると、以下のような結論を導き出すことができ

る。

�国内排出量取引制度の導入は、排出量取引制度がもつ柔軟性が

ない他制度を導入した場合に比較して20～50％以上の遵守費

用削減を可能にする

�国内排出量取引制度をEU域内取引制度に統合した場合、さら
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図４　EUにおける排出量取引制度設計に関するモデル試算結果
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6 2003年の総発電量におけ

る原子力の割合はフラン

スで78％、スウェーデ

ンで49％（IEA 2004b）。

日本では総発電量におけ

る原子力の割合（23％）

はドイツ（28％）、イギ

リス（23%）、EU平均

（33％）に近いが、オラ

ンダ（４％）に比較する

とはるかに高い。



に10ポイントの費用削減が可能になる

�他の付属書Ⅰ国の市場との統合は、さらに10ポイントの費用

削減の可能性がある

このような意味で、他の付属書Ⅰ国とも互換性をもつ排出量取引

制度を導入すべく努力を払うべきである。中期的には、EUの政策

立案者が議論しているとおり、日本の排出量取引制度とEUの制度

を統合することが可能になるかもしれない。

また、モデル試算と市場調査は、排出削減目標に依存するもので

はあるが、産業界にとって受け入れがたい負担にはならないであろ

う排出枠価格の範囲を示している。2012年までの期間に関する分

析の多くは、EUの排出枠価格は５～15ユーロ／トンCO2の範囲に

なると推測している。最近のEU排出枠に関する先物取引では７～

８ユーロ／トンCO2となっている。

競争力の観点からは、排出量取引の導入は、同じような排出削減

目標を定めた他の政策・措置に比較して、競争力に関し最低限の負

担ですみ、影響もより小さいといえる。もし国内制度を国際的な排

出量取引制度に統合することができれば、潜在的な負担や市場の歪

みを回避することができるだろう。さらに、EUの排出枠配分の経

験が示すとおり、競争力の側面を配分プロセスにおいて考慮するこ

とも可能である。

最後に、排出量取引制度の導入からもたらされる政治的な便益は

下記のとおりである。

�市場メカニズムによってエネルギー集中型産業とエネルギー部

門にとって特に重要である最低費用でできる削減手法の実施が

保証される

�排出枠価格から温暖化対策の国内経済に対する負担を計測する

ための客観的指標が判明する

�排出量取引制度は、国際統合・国際協調に適している

�排出量取引制度の導入は金融市場に反映されるので、関連企業

に追加的なインセンティブを与える

�排出量取引という新たな挑戦に取り組むため、企業・施設レベ

ルでの削減措置に対する関心が喚起される

�キャップの設定をつうじて、排出量取引制度に含まれない部門

に対しても一貫性のある気候プログラムを開発するよう永続的

に圧力を与えることができる

世界のその他の地域と異なり、日本の削減費用は比較的高額なた

め、排出量取引制度は日本にとって不適切だとする研究者もいる。

しかし、たとえそうだとしても、問題は、国内目標を達成する手段
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よりも国内目標のたて方にある。また削減費用が高い場合、目標達

成のための強いインセンティブを炭素税や補助金制度によって与え

られなくてはならない。このような背景から、費用を削減し、決め

られた排出量レベルを達成させるための仕組みが備わっている排出

量取引制度が、ポリシー・ミックスの中心的存在となるべきであろ

う。

3.5 最初のまとめ

外部費用の内部化は、包括的な温暖化対策の基本的な要件の一つ

である。追加的な政策と措置は必要であるが、温室効果ガスの排出

に価格を付与する手段が今後の温暖化対策ポリシー・ミックスにお

ける重要な役割を担うであろう。

炭素税・エネルギー税は運輸部門や民生部門のエネルギー消費に

は適しているが、エネルギー部門や他の大規模な排出者にとっては

排出量取引制度の方が優れた効果を発揮すると考えられる。

所与の温室効果ガス削減目標に対しては、排出量取引がもつ柔軟

性から、このような柔軟性をもたない他の方策に比較して、重要な

経済的便益がもたらされる。EUにおけるモデル試算結果を踏まえ

ると、下記の費用削減が想定される。

�国内排出量取引制度の導入により最低20％、あるいは50％以

上の費用削減が可能になる

�国内排出量取引制度をEU域内取引制度に統合した場合、さら

に10ポイントの費用削減が可能になる

�他の付属書Ⅰ国の排出量取引制度と統合することにより、さら

に10ポイントの費用削減の可能性がある

これらに加え、適切なキャップ・アンド・トレード制度を導入す

ることを通じ、政治的または認識レベルでいくつもの便益がもたら

される。

複雑な構造をもつ社会において、排出量取引が唯一の温暖化防止

政策手段となることはありえない。野心的な大幅な排出量削減目標

を短中長期に達成しようとするなら、外部費用内部化は市場経済の

なかに適切に設計された政策の一部として含められなければならな

い。しかし、排出量取引はその様々な利点から、ポリシー･ミック

スの中心的な役割を果たすべきである。
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４　日本における排出量取引制度
の設計オプション

4.1 全体のイメージ

排出量取引制度の設計のためには、いくつかの重要事項を扱わな

ければならない。

�排出量取引制度にとって法的拘束力のあるキャップの決定は必

須である。国際条約の枠組みでは、キャップは京都議定書で定

められた割当量に一致しなければならない7。

�配分規定は、排出量取引制度の構造が適度な経済的インセンテ

ィブを与えることを保証するものでなければならない。理論的

には、配分は純粋な分配問題であるが、実際の運用条件の下で

は配分方法が制度のインセンティブ構造に変化を与える可能性

がある。

�許容不可能な歪みを避け、配分方式の法的妥当性を確保するた

めには、分配効果を配分規定の開発の範囲内で考慮するべきで

ある。

図５はキャップの決定・配分プロセスのための多層的枠組みを示
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図５　一般的なキャップの決定・配分の枠組み
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7 この枠組では京都議定書

3.3条、3.4条の定める

LULUCF活動を考慮に入

れることができる。脚注

１を参照。



している。

下流型排出量取引制度の場合、キャップの決定・配分プロセスは

図５に示されるすべてのレベルを扱わなければならない。上流型排

出量取引が選択された場合、プロセスは最初の２レベルに限定され

る。

日本に必要とされる削減量は、京都議定書で割り当てられた総割

当量から定められる。この枠組み内において、政府はその義務を京

都議定書の柔軟性メカニズム、すなわちクリーン開発メカニズム

（CDM）からの削減クレジット（CER）購入、共同実施（JI）から

の削減クレジット（ERU）購入、国際排出量取引による割当量

（AAU）などによって遵守することも可能である。政府の計画では、

2000万トンCO2換算分の削減量を京都メカニズムから調達すること

が明らかになっている（4.4参照）。

第３レベルは、排出量取引制度がどこまでカバーするかである。

これは多くの側面を配慮し（4.2参照）、排出量取引の柔軟性をもち、

法的拘束力のあるキャップ（排出上限値）の対象となり得る様々な

部門の分析に基づく必要がある。

下流型排出量取引制度を支持すると決定した場合（4.2参照）、キ

ャップを部門ごとに変える必要性を判断しなければならない。この

問題は、分配効果という側面において、もし全部門に対して一律の

配分を行うことが一部の部門に許容不可能な負担をかけてしまう場

合にのみ重要な意味をもつ（4.5参照）。最後に、下流型排出量取引

制度の枠組みにおいては、排出枠の配分に関する規定が明記されな

ければならない。

柔軟性メカニズムは、第５レベルにおいても導入できる。この場

合、政府でなく排出量取引制度の義務遂行に直面している事業者が

CERやERUを購入し、割当量に変換することが可能である（５章

参照）。

排出量取引制度の構造が排出量削減のインセンティブを与えるよ

うにするため、排出量取引制度の設計オプションは、下記の基準を

満たさなければならない。

�様々な活動や決定が

�様々な排出レベルにつながり

�排出量取引制度が様々な炭素価格シグナルを引き起こすことに

つながらなければならない

これらの基準を考慮すると、配分規定はキャップの決定・排出枠

配分の分配効果だけでなく、制度の潜在的なリーケージ効果をも反
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映したものでなければならない。この枠組みでは、部門別差別化、

プロセスからの排出、新規参入者、コジェネレーションなども扱う

べきである（4.5参照）。

4.2 基本アプローチと制度のカバー範囲

排出量取引制度の最も重要な設計オプションは、一般的なアプロ

ーチに関するものである。

�上流型では、排出枠の発行と遵守の審査は、燃料が潜在的な排

出量とみなされるため､燃料の炭素含有量に応じて第１次エネ

ルギー生産・輸入のレベルで実施される。結果純粋な上流型で

は、工業プロセスからの二酸化炭素排出量とメタン・一酸化二

窒素排出量は燃焼技術に大きく依存するため、二酸化炭素排出

量のみ考慮の対象となる。

�下流型では、温室効果ガスを大気中に排出する施設がキャッ

プ・遵守ルールに制約される。このシステムは実質排出量に基

づくことから、その他の温室効果ガスをより容易に制度に含め

ることができる。

上流型・下流型は、重要なメリット・デメリットをもたらす様々

な効果をもち、議論が必要である。排出量取引制度に関する実践的

経験の蓄積は少ないが、イギリス、デンマーク、EUにおける排出

量取引制度の準備・導入や、EU、カナダ、オーストラリア、日本

での詳細な学術的議論から、考慮されるべき多くの課題がもちあが

った。

そこで、下記の側面の分析をつうじて、上流型・下流型排出量取

引制度の大まかな比較を試みる。

�環境的有効性

�静学的効率性

�動学的効率性

�法的実行可能性

�認識的側面

�その他の排出量取引制度との適合性

上流型・下流型の環境的有効性は、上流型のカバー範囲は下流型

より包括的（エネルギー関連の二酸化炭素排出量という観点から）

であるにもかかわらず、同程度である。しかしながら下流型が上流

型と同じ効果をもたらすためには、排出量取引制度で十分にカバー

されないすべての部門を扱う適切に設計されたポリシー･ミックス
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の一部に排出量取引制度が含まれなければならない。そのため、

CO2以外の排出量・プロセスからの排出量は別個に扱わなければな

らないが、上流型の方が単純であるといえる。

取引の頻度に関しては、上流型の方が少ない。これは下流型では

事業者の構造がより不均一で、より外部との取引が必要とされるか

らである。全施設において適切な価格シグナルを仮定した場合、上

流型は、そのより大きなカバー範囲と低い取引費用により、より高

い静学的効率性がもたらされる。

しかしながら、動学的効率性を考えた場合は、下流型のほうが望

ましい。上流型の最も重要な欠点の一つは、１次エネルギー生産

者・輸入者のレベルから実際の排出者への価格シグナルの転嫁であ

る。もし１次エネルギー生産者・輸入者が、排出枠費用を均一に転

嫁するのではなく、異なる消費者グループ（産業、小企業、家庭）に

自由に転嫁することができるならば、大規模な歪みが発生する。こ

れはこれらのグループにおいて二酸化炭素排出量の価格シグナルが

異なるためである。結果、効率性改善という利点が減少することと

なる。

動学的効率性の評価はエネルギー部門に存在する不完全市場の度

合いに依存する。OECD（2002）はこの問題を以下のように強調し

た。

「上流型制度は、消費者が効率的な選択・行動をとるうえで適切

なインセンティブを、全段階をつうじて最終消費者まで伝えられる

かという市場の能力に依存する。不完全にも競争市場は、量的キャ

ップが絶対的に達成されなければならないとすると、不適切な消費

者需要のため価格差別と規制につながる可能性がある。下流型排出

量取引制度は直接的な行動変化のインセンティブを最終消費者に与

えるが、温室効果ガス排出量のカバー範囲は部分的にしかすぎない

であろう」

さらに、市場の流動性と価格安定性が下流型の方が高い可能性が

ある。技術革新の研究からは、下流型に見られるような、価格変動

が少なくより大規模で流動的な市場において炭素価格からの直接的

なインセンティブがある場合、より多くの技術革新とより速い技術

普及が導かれることが明らかとなっている。また、市場支配力、市

場の歪みの問題、および関連する市場の不完全性に由来する効率損

失が動学的効率性に多大な影響を及ぼす可能性がある。これらの問

題は１次エネルギー生産者・輸入者に比較すると施設の運用者レベ

ルではあまり重要でないため、下流型はより望ましいと結論づけら

れる。しかし、動学的効率性の決め手となるのは関連する市場の不
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完全性と炭素価格シグナルの透明性である。

非経済学的な観点からは、上流型には法的問題が存在する。特に、

WTOルールと１次エネルギー生産・輸入を基にした排出量取引制度

との整合性が問題である。たとえば、市場の流動性が低い場合、排出

量取引制度が許容不可能な輸入制限としてみなされるため、GATT

第XI条に触れる可能性があるという指摘がある（Werksman/

Lefevre 1999）。

認識的側面も忘れてはならないだろう。排出量削減対策の導入、

および二酸化炭素排出枠購入のため、より幅広い意思決定が必要と

なるが、それにより排出量削減の可能性に関する知識を深め、工場

レベルで排出量削減対策費用を削減するのに役立つ、と指摘する実

証的研究がある。上流型の場合、炭素価格シグナルは透明ではなく、

工場レベルの意思決定者からは一般的な燃料価格リスクとしてみな

される。また、EUの排出量取引制度の準備段階で、温室効果ガス

排出の問題に対する企業レベルの認識は、モニタリング・配分・会

計に関する問題に直接関わることによって大幅に改善されたという

実証的研究がある。さらに、企業の経験（ブリティッシュ・ペトロ

リアム、シェルなど）から、削減対策を開発し導入するこれら事業

者に対し、CO2排出量の貨幣的側面が識別可能で透明でなければな

らないことも明らかになった。

最後に、日本の排出量取引制度とその他の国家的・国際的排出量

取引制度との適合性を考えることも重要である。欧州のGHG排出

量取引制度が下流型として設計されたため、日本の排出量取引制度

を上流型にした場合、これとのリンクは困難になるであろう。上流

型と下流型の排出量取引制度をリンクさせることは技術的には可能

上流型 下流型

環境的基準
環境的有効性 ＋＋ ＋（＋）

（適切に設計されたポリシー
ミックスの部分であれば）

経済的基準
静的効率性（取引費用；カバー範囲） ＋＋ ＋＋
動的効率性（炭素価格シグナル；革新；市場参入者
の多様性；流動性；市場支配力；その他） ＋ ＋＋

その他の基準
法的実用性 ？？？ ＋＋
認識レベルでの効果 0 ＋＋
他の排出量取引制度との互換性 ？？？ ＋＋

出所：Betz（2003）をもとに筆者修正・追加
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だが、基本的設計の違いから多数の問題が実際に発生することが見

込まれる。

表３に上流型・下流型排出量取引モデルの複数の基準による評価

をまとめた。明らかに下流型制度が魅力的な選択肢であるといえよ

う。なお、上流型の包括的なカバー範囲（最適化の観点からは最大

のメリット）は、一方でその他の政策・対策と一体となった下流型

排出量取引制度、もう一方で排出量取引制度に参加する部門や施設

に対する十分根拠のあるキャップの決定によって補われなければな

らない。

4.3 下流型排出量取引制度の閾値と総カバー範囲

取引費用が高くなりすぎないようにするため、排出量取引制度参

加の閾値を設けるべきである。EUの取引制度での２万キロワット

の燃焼容量は制限値の目安として有用だろう。他方で、オランダの

国内配分計画（NAP）では、最低排出レベル（オランダにおいて

年間２万5000トンCO2、５万キロワットのガス燃焼施設相当）がよ

り実際的なアプローチになりうることが示されている。

最近のEUの配分プロセスの経験から、５万キロワットの燃焼容
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図６　ドイツのCO2排出量と施設の構成、予備データ調査
（2004年2月）
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量がシステムへの強制参加には適切であろうということがわかっ

た。図６はドイツNAPにおける５万キロワットの燃焼容量の適切

性を示すものである。つまり、排出量が年間２万5000トンCO2以下

の施設が総施設の64％を占めるが、これは制度でカバーされる排出

量の2.4％にしかならない。より小規模の施設には、インセンティ

ブによって導かれる選択的参入のためのゲートウェイを設置するの

がより適したアプローチであると思われる。

しかし、下流型排出量取引制度の閾値は、日本の文脈においては

より詳細に議論されなければならない。

また工業プロセス部門の一部（セメント・石灰・銑鉄生産など）

は全CO2排出量における割合が大きいため、これらも制度の対象と

なる。漏出CO2排出を対象に入れることも、石油増進回収法（EOR）

などへのCO2使用に関する興味深い選択肢が存在するため、有用だ

といえる。

上記のように日本のカバー範囲が適用された場合、総CO2排出量

の約64％、日本の総温室効果ガス排出量の60％が制度の対象となる。

�制度の総カバー範囲は８億400万トンCO2相当（2002年水準）

�発電が最大の割合を占め、３億4400万トンCO2相当、制度に
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図７　日本におけるCO2排出量の構成とCO2排出量取引制度のカバー範囲：
1990年、2002年
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含まれる総排出量の43％に達する

�その他産業からのエネルギー起源CO2排出量は制度によってカ

バーされる範囲の総排出量のうち47％にあたる

�工業プロセスからのCO2排出量は６％、その他エネルギー産業

（精製所など）からは４％である

4.4 排出量取引制度のためのキャップ

次に重要な問題は、キャップ（排出量上限値）である。CO2以外の

温室効果ガスの一層の削減を仮定しても、2002年の政府算出によ

ると、約１億5000万トンにも達するCO2のギャップ（目標達成の

ために削減しなければならない排出量）を埋めない限り日本の京都

議定書の目標（６％削減約束）を達成することは不可能である。な

おCO2以外の温室効果ガスの追加的削減を考慮しない場合、ギャッ

プは１億6800万トンCO2相当となる。

「学術的観点」からは、排出量取引制度で対象となる施設のため

のCO2排出のキャップは、経済モデルから求められるべきである。

排出量取引部門のために決定されるキャップは制度対象外の部門

（家庭、業務、運輸）におけるCO2排出削減の限界費用を反映すべ

きである。このようなアプローチを例示し、モデル実験結果の印象

をつかむために、大まかな推定値を日本の限界削減費用曲線に基づ

いて求めた（Nishioka 2001）8。

限界費用曲線は、すべての部門、および京都議定書が対象とする

全種類のガスに関する97の対策を含み、総温室効果ガス削減量は

１億6000万トンCO2相当である。なお、それらの対策には正の削

減費用・負の削減費用がかかる双方のものが含まれる。

図８は限界削減費用曲線を示し、排出量削減目標差別化のための

方法論が説明してある。

�１億5000万トンCO2相当のギャップが国内対策によって埋め

られるとすれば9、累積温室効果ガス削減費用より削減費用が

少ない対策はすべて、純粋に経済的理由から導入される

�総限界削減費用曲線から導出される限界削減費用よりも安価な

エネルギー産業・産業部門のCO2削減対策は、すべて導入され

る。このアプローチによりエネルギー産業・その他産業から

7600万トンのCO2削減が得られる

�エネルギー転換部門での排出量削減に結びつくその他部門の対
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8 削減費用の計算のための

方法論制約・データ制約

から、費用のレベルより

も、様々な削減オプショ

ン間の関係の方が高い信

頼性をもつ。詳しくは

Jaccard（2004）を参照。

9 京都議定書の柔軟性メカ

ニズムから2000万トン

CO2相当の削減が計画さ

れている。表４参照。



策（省エネなど）は、すべて別途に計算する必要がある。限界

削減費用曲線の分析からは、エネルギー転換部門とその他産業

部門からの約2200万トンCO2の追加的削減が暗示される

このようなアプローチに基づくと、エネルギー転換部門・その他

産業の排出削減目標は9800万トンCO2の範囲と求められる。現行

対策（推進）ケースのCO2排出量は最近の排出量レベルとほぼ同じ

という最近の予測から考えると、下流型排出量取引制度で潜在的に

カバーされる部門のCO2排出目標は、2010年に7060万トンCO2とな

る。これはエネルギー産業・その他産業部門にとって12％の削減

に相当する。

とはいえ、削減費用曲線の推定が非常に困難であること10やCO2

以外の温室効果ガスに関する一般的な不確実性、様々な方法論的問

題を考慮すると、排出量取引の対象である各部門の、全CO2排出量

における割合を反映する「比例アプローチ」を使用するほうが、よ

り単純な代替案であるといえるだろう。CO2排出削減目標を１億

5000万トンと設定するならば、すべてのCO2排出部門においてCO2

排出量を12％削減しなければならない。比例アプローチをとると、

７億800万トンのCO2キャップが排出量取引制度が対象とする部門

に対して設定されなければならない。

洗練されたマクロモデルでの最適なキャップの導出や単純な比例

アプローチの実際的な代替案として、社会的受容という観点からは、
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図８　限界削減費用曲線にもとづく日本の排出量削減目標
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10 温室効果ガス削減コス

ト計算の様々なモデルア

プローチの評価はJaccard

（2004）参照。



「現行の温暖化対策からの」キャップを導き出すことが考えられる。

日本の「地球温暖化対策推進大綱」には部門別温室効果ガスの排出

量目標の内訳が記載されている（表４）。

エネルギー起源のCO2排出量は基準年レベルで安定化されなけれ

ばならない。これを仮の目標としてみなすならば、排出量削減は１

億2600万トンCO2、すなわち2002年排出量の11％削減が達成されな

ければならない。家庭・業務・運輸部門の排出量増加を考慮する場

合、エネルギー転換部門・産業部門での削減必要量はさらに増加す

ることが見込まれる。

しかし、政府のプログラムを参考にすることは、キャップの導出

においていくつかの重大な問題を引き起こすこととなる。

�エネルギー転換部門から最終消費各部門への排出量の間接的割

当は、下流型排出量取引制度に適していない

�工業プロセスからのCO2とメタン、一酸化窒素排出を統合した

形での目標設定からは、排出量取引制度が対象とする工業プロ

セスからのCO2の割合を明確にすることが困難である

�革新的技術開発や国民のライフスタイルの変化から生じる削減

量を部門別に割当てることは不可能であると考えられる。

第４の選択肢は産業との自主協定を参考にすることである。日本

経団連は1990年レベルに排出量を安定化する自主的目標を設定し

－ 28 －

排出量 目標

基準年* 2002 基準年比 2002年比

百万トンCO2換算 百万トンCO2換算

エネルギー起源の二酸化炭素（CO2） 1,048.3 1,174.3 0.0％ 0.0％ 0.0 －126.0 －10.7％
内訳

エネルギー転換部門** 338.6 379.2 i.e.
産業部門 368.5 375.9 －7.0％
家庭部門 57.3 68.1 －2.0％
業務その他部門 73.3 96.3
運輸部門 210.7 254.7 17.0％

非エネルギー起源CO2、メタン（CH4）、 138.9 128.2 －0.5％ －6.2 4.5 3.5％
一酸化二窒素（N2O）
HFC類、PFC類およびSF6の排出 49.7 28.3 2.0％ 24.7 46.2 163.5％

革新的技術開発および国民各界各層の －2.0％ －24.7 n.e. n.e.
努力による削減
吸収源 －3.9％ －48.2 n.e. n.e.
京都メカニズム －1.6％ －19.8 n.e. n.e.

合計 1,236.9 1,330.8 －6.0％ －74.2 －168.1 －12.6％

注：*  HFC類、PFC類およびSF6の基準年は1995年。その他のガスの基準年は1990年。
**エネルギー転換部門の目標は需要側に含まれる。

出典：地球温暖化対策推進本部（2002）、温室効果ガスインベントリオフィス、Oko-Institut 作成

表４　「地球温暖化対策推進大綱」にもとづく日本政府の排出量削減目標の部門別内訳



ている。概算でいうとこの自主的目標は約5000万トンCO2のギャ

ップを埋め、また現在の排出レベルに比較した場合5.7％の削減に

等しい。しかし経団連の自主的目標は、他部門での追加的排出量削

減を目標とした一貫した政策や対策が施行されない場合、京都議定

書の目標達成を果たすのに必要となる総排出削減量と整合しない。

我々の議論のスタートラインとしては、2008年からの12年間にお

いて現在のレベルに比べて11％の排出量削減に等しいキャップを

仮定することとする。

なおこの排出量取引制度の目標は、国内の対策が少ない場合、も

しくは京都議定書第3.3条、3.4条が定めるLULUCF活動が大規模に

行われた場合、下方修正される。しかし、上記の４つのアプローチ

の基本的なメカニズムはこの場合も不変である。

4.5 詳説：変化率ベース目標と電力生産からの
間接的排出量の扱い

排出量取引制度の枠組みでは、さらに２つの課題が議論をまき起

こしている。

�変化率ベース（相対的）目標は、絶対量でのキャップの代替案

として排出量取引制度の一部となるべきか？

�電力部門からの間接的排出量を特別扱いする必要はあるか？

上記の問題は下流型排出量取引制度にのみ当てはまる。もし上流

型が導入される場合は、これら２つの点は問題ではなくなる。

排出量取引制度に変化率ベース目標を取り入れることに関して

は、賛否両論があり、本格的な議論が行われている11。

�一方で、変化率ベースの制度は単一の企業に対してはより柔軟

性を与える。さらに、変化率ベース目標は新規参入者の組み込

みや生産拡大は相対的目標のほうが容易なことから、政策の観

点からもより魅力的である

�他方で、相対的目標は施設の将来の排出レベル、また国レベル

の絶対量でのキャップを達成するにあたっての貢献に、少しの

確実性しか付与しない。施設の多数の部門や一群に対する変化

率ベース目標の定義（測定基準、範囲、モニタリングなど）は

極めて困難である。さらに、企業と政府の間に存在する情報の

非対称性が弱い目標につながるとする実証的研究も存在する。

変化率ベース目標がより高額の割当価格を導くとするモデル試

算の結果もある。
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11 詳細・資料については

Sorell（2003）、Baron/

Bygrave（2002）参照。



変化率ベース目標の排出量取引制度と、絶対量目標に基づいた排

出量取引制度をリンクすることを行政的・政治的に受け入れてもら

うのは非常に難しいかもしれない。変化率ベースの参加者部分から

絶対量目標参加者へのネットでの排出枠流出を避けるために、イギ

リスの制度ではゲートウェイが設定された。国際的に排出量取引制

度がリンクする場合でも、相対的目標の排出量取引からの過剰排出

枠供給を避けるためには、この種のゲートウェイが不可欠となろう。

しかしこのようなリンクは、競争力への悪影響が起こり得ることか

ら、絶対量目標を導入した国々に受け入れられない可能性が高い。

このように、排出量取引枠組みにおける変化率ベース目標は非常

に問題が多いといわざるを得ない。またアップデートと新規参入者

の問題の解決策は、絶対量目標のシステムにおいて比較的簡単に見

出すことができるであろう。

下流型排出量取引制度が直接排出量に基づく場合、制度が意図す

るのとは逆のインセンティブが出現する可能性がある。一部の企業

にとっては、電力使用設備で燃焼施設を置き換えられるならば、電

力消費を増やすインセンティブが生じるかもしれない。電力消費の

増加から来る排出量のほうが、ボイラーの置き換えによる排出削減

より大きくなってしまうのである。節電のインセンティブを提供す

るために、電力からの排出量を間接的に扱うことを提案する声もあ

る。イギリスではそのようなモデルが導入され、公共送電網から供

給された電力からの排出量を係数に基づいて電力消費の時点で監視

している12。

そうした制度は節電のインセンティブを確保するが、炭素集中型

でない発電方式を選択するインセンティブを与えない。さらに、産

業用発電所とCHP（コージェネレーション）発電所の電力消費に関

して必要な規定のため、制度の行政負担が増加する。最後に、電力

化により直接排出量を置き換える電力消費の増加は、ある程度上述

の逆効果を減らす価格効果につながる。

よって、電力部門での大規模な排出削減が見込まれ、電力消費の増

加に対する十分な価格反応があるような電力市場構造が達成できる

場合は、排出量取引制度は厳密に直接排出量に基づくべきである。

－ 30 －

12 公共送電網から供給さ

れる電力のCO2排出係数

は0.43kg CO2/kWhであ

り、これは年毎に変化し

ない（DEFRA 2003）。メ

リット・デメリットの詳

細な議論に関しては

KPMG（2002）を参照。



4.6 下流型排出量取引制度の施設への排出枠配分

4.6.1 既存施設への配分

施設への排出枠の配分は、下流型排出量取引制度の重要な側面で

ある。この問題は科学者のコミュニティだけでなく政治の分野でも

幅広い分析と議論を巻き起こした13。

EUの国内配分計画（NAPs）を設計するなかで、排出枠配分のあ

らゆる面に関し詳細な分析が必要となった。この議論と政治的プロ

セスから、配分プロセスには物質的側面と重要な政治的制約がある

ことが示された。様々なNAPにおける配分アプローチの多様性と

導入の初期段階であることを念頭に置くと、配分プロセスはまだ学

習プロセスであり続ける。EUの排出量取引制度の試験段階での経

験から、将来の配分決定についてのより良い基盤が得られるであろ

う。

しかし、最近の経験からいくつかの結論を得ることができる。議

論と初期配分プロセスにおいては、いくつかのオプションが重要な

役割を果たした。

１．オークション方式：すべてまたは一部の排出枠をオークショ

ン（入札）手続きによって配分する。この場合、部門・プロセ

スの差別化は必要ない。分配効果は主にオークション収入の再

配分によって決定される。早期対策をとったところの扱いなど

の問題は本質的に免れる。

２．ベンチマーク方式： 排出枠の配分は無償で、部門別ベンチ

マークに基づく。

a）製品・プロセスの過去平均ベンチマークは、特定の製品や

技術の個別の平均排出量に基づく

b）利用可能な最善技術（BAT）ベンチマークは、ある製品や

プロセスに関して知られている中で最も優れた､あるいは実

際には使われているなかで最も優れた技術に基づく

３．マルス方式：排出枠の配分は無償で、稼動後のある一定の期

間の過去のデータに基づく。この期間を過ぎたら無償配分は新

規施設のベンチマークに限定される

４．グランドファザリング方式：一定期間の過去の排出量に基づ

く

EUの配分プロセスを準備するにあたり、ハイブリッド方式を含

む様々な配分方式が検討された（NERA 2002、KPMG 2002）。図９
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13 以下の議論は主として

ドイツ・EUにおける排

出枠配分の様々なオプシ

ョンに関する分析に基づ

くものである（DIW et al

2003, NERA 2002, KPMG

2002参照）。

14 配分プロセスでは間接

的排出規定のないインプ

ット･ベース方式とグラ

ンドファザリング方式は

何の役割も果たさなかっ

た。ベンチマーク方式と

マルス方式は生産ベース

のグランドファザリング

方式に匹敵する。



ではNERA（2002）の評価が記され、分配の側面の重要性が強調さ

れている14。

学術的観点からは、オークション方式が望ましい配分アプローチ

である。行政コストを低額におさえられ、炭素排出量に対する明瞭

な価格シグナルを設定することができる。しかし、オークション制

度の重大な経済的影響が、既存の資本ストックの大幅な減価を招く

可能性がある。オークションからは深刻な分配問題が生じるため、

オークション収入の再分配が最重要課題となるであろう。オークシ

ョンに関するEUの議論を背景として、オークション方式の導入は、

少なくとも初期段階では、政治的に受け入れられないため難しいと

考えられる。
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図９　NERAによる初期配分選択肢の比較
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次善的選択肢はベンチマーク方式である。早期の対策が十分に反

映され、公平な競争が可能になるであろう。利用可能な最善技術の

ベンチマークに基づく排出枠の総量を調整するためには、全体的な

キャップの調整が必要であり、これがいくぶんの歪みを発生させる

可能性があることから、利用可能な最善技術のベンチマークよりも

過去の平均ベンチマークの方が、一貫した配分を容易に開発するこ

とができる。過去の平均ベンチマークの場合、過去の排出量へ直接

リンクしていることから、全体的なキャップへ容易にリンクするこ

とができる。既存の施設は、過去の生産データと、ある生産物に関

する総排出量とその生産物の総生産量に遵守係数15をかけた値（過

去の排出レベルに比較した総CO2削減量を表す）に基づいて無償配

分を受け取る。

ベンチマーク方式の主な設計課題はベンチマークの基準設定であ

る。ベンチマークは生産物（たとえば発電電力量）やプロセス（ど

のくらい石炭燃焼、ガス燃焼、または石油燃焼によって発電された

のか）に基づいて設定することができる。一般的には生産物に基づ

くベンチマークが望ましいが、プロセスに基づくベンチマーク制度

も、既存施設においては潜在的な資本ストック減価償却が背景にあ

るため許容可能である。

ベンチマーク方式の最大の難問は、ベンチマークの作成と維持で

ある。包括的データ分析のみならず永続的な市場調査が必要になる。

初期には配分プロセスがより複雑になるかもしれないが、ベンチマ

ーク方式の費用は長期的には大幅に減少する。

ベンチマーク方式の開発にかかる行政上の負担が重過ぎる場合、

マルス方式が３番目に望ましいアプローチとなる。排出枠の配分は、

施設の稼動後の期間が特定期間（たとえば平均経済寿命）を超えな

い場合は、ある基準期間のデータに基づく。この特定期間を過ぎた

ら、その施設は新規参入者に相当する分だけ無償で配分を受け取る

ことができる（4.6.2参照）。この制度は容易に特定できる過去の排

出量に基づくため、行政上の負担はベンチマーク方式よりかなり少

なくてすむ。問題は施設の明確な寿命を確認することであるが、こ

れは複雑な産業施設にとっては困難であるかもしれない。さらに、

早期の対策がこのシステムでは十分に反映されない。

４番目に望ましいアプローチは純粋なグランドファザリング方式

である。特定の施設に配分される排出枠の量は、基準期間の過去の

排出量に、全体または部門別キャップから求められる遵守係数をか

けた値に基づく。このシステムは管理が非常に簡単ではあるが、早

期対策や既存の技術の定着に報いるといった点からは重大な問題を
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15 遵守係数は施設に配分

された排出枠量と施設の

過去の排出量の比率とし

て定義される。



引き起こす。基準期間は数年間（最低３年間）を対象とすべきであ

る。５年間を基準期間とすればより適切に排出傾向を反映するもの

となるが、データ入手に関する問題があるかもしれない。基準期間

から特殊な年を除くことを可能にすればより柔軟なものになるであ

ろう。この制度は、データと行政コストという点からは既存の施設

にとって最も単純な配分アプローチであるが、一方で早期対策につ

いては歪みを発生させる。

日本における排出量取引制度導入の時間枠、行政上の負担、政治

的支持に関する実証的研究を考えると、過去の平均ベンチマークに

基づく制度が実際的な起点となるであろう。

グランドファザリング方式、マルス方式ともに、過去の平均ベンチ

マーク制度の場合は、遵守係数を決定しなければならない。遵守係

数に基づいて、過去の排出レベルとキャップ間の総CO2削減が施設

に受け渡される。遵守係数は部門または技術の差別化の可能性を与

えるものである。EUの排出量取引制度では、一部の国（イギリス、

オーストリア、スウェーデンなど）が差別化された遵守係数のシス

テムを選択し、ドイツなどその他の国は共通遵守係数を実施した。

潜在的遵守係数の差別化の基準は、様々な部門の国際競争への露

出度から求められる。図10では国際競争への露出度16と、以前の
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図10 EU15カ国の貿易と炭素費用の割合：2001年
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16 OECDの国際競争への露

出指標は、産業の輸出志

向と輸入浸透性を考慮す

る合成指標である。この

指標は輸出されたアウト

プット（輸出率）の割合

は完全に露出されてお

り、国内市場で販売され

た割合の露出はその市場

における輸入浸透率に比

例するという考えに基づ

く。



EU加盟国15国の総売上高に占める潜在的炭素費用の割合が示され

ている。比較から、国際競争と潜在的リーケッジに関する問題が、

鉄鋼、精製所、非金属鉱物製品など特定の部門において存在する可

能性が明らかとなった。その他の部門では炭素費用の割合が小さい

（機械設備の製造）ためか、国際競争への露出が少なかった（電力

部門）。

すなわち、遵守係数の何らかの差別化（まず電力部門とその他産

業の間で）は妥当である。

最後に、一部の国では成長係数を排出枠配分に算入している。施

設レベルで成長係数を考慮することが不可能なことから、部門別成

長係数が使用されるようだが、市場経済では部門別成長と既存の工

場設備の稼働率に直接的なつながりがないため、このような成長係

数は推測的にしかすぎず、新たな歪みの原因となる。今後本枠組み

では、経済成長はその後の期間と新規市場参入者の配分規定のみに

反映されるべきである。

日本の国際競争への露出の問題、配分への影響はより詳細な分析

が必要である。しかし、日本の重要部門に鉄鋼、精製所、セメント

生産はほぼ確実に含まれるであろう。

4.6.2 新規参入者への配分

古い施設を新しい工場設備で置き換えることは、明らかに最も重

要なCO2排出削減の選択肢である。

排出量取引制度がもし新規参入者が存在しない市場で創設された

場合、新規参入者への配分規定は必要ないであろう。既存の事業者

は古い工場設備を新しい工場設備で置き換えるのに伴い、古い施設

から新しい施設へと排出枠を移転させることができる。しかし、現

実の世界ではこのような制度は市場への新規参入者や工場拡大に対

して高い障壁を設けることになる。つまり既存の事業者と比較した

場合大きなデメリットが生じ、深刻な市場の歪みを導く可能性があ

る17。

このような背景から、新工場や工場拡大に対する配分規定を導入

すべきである。基本となる配分基準を考慮すると（参照4.1）様々

な投資判断が異なる排出レベルにつながる場合、経済主体が排出取

引制度から異なる価格シグナルを受け取るようにならねばならな

い。このような価格シグナルの生成には２つの基本的な選択肢が考

えられる。
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17 欧州の枠組みでは新規

市場参入者が建設した新

規ガス燃焼発電所の割引

費用は、既存の事業者の

費用より15%高かった。



�すべての活動に対し、利用可能な最善の技術に基づいて生産物

ベースベンチマークを定義する。発電には全種類の電源につい

て１つのベンチマークを導入する。低炭素技術に投資する事業

者は、炭素排出の多い技術へ投資を行う事業者に比較するとよ

り多くのインセンティブを与えられることとなる。

�生産物ベースのベンチマークの導入が不可能で、プロセスによ

って差異化されたベンチマークが新施設に対して選ばれたとす

ると（たとえばガス発電と石炭発電でベンチマークが異なるな

ど）、移転規定を導入することが唯一の解決策である。この場

合、工場閉鎖の際には古い施設の経営者は新しい施設へ排出枠

を移転することができる。価格シグナルは新旧施設の排出量レ

ベルの差から求められる。

第１の選択肢が間違いなく望ましい。なぜなら明瞭なインセンテ

ィブ構造が存在しインセンティブの規模が過去の排出量に依存しな

いためである。移転規定では、新規市場参入者に比較すると、過去

の排出レベルが高い既存の事業者は初期の配分から得たメリットを

永続的に使用することが可能になる。

どちらのケースにおいてもこのような歪みは許されない。なぜな

ら、市場への新規参入者が革新的技術やプロセスの開発や普及にお

いて重要な役割を果たすとする実証的研究があるからである。

新規参入者への配当に関しどのような選択肢がとられたとして

も、初期配分プロセスでは適切な量の排出枠をとっておかねばなら

ない（参照4.1）。様々なEU加盟国で十分な取り置き量を推計し確

保する方法が開発されたが、今後の経験からどのアプローチが最も

良く機能するかが明らかとなるであろう。

4.6.3 特別な排出枠規定

排出量取引と排出枠配分の枠組みにおいては、いくつかの課題に

ついて特別な注意を払う必要がある。

第１に、セメント・クリンカ、ガラス、石灰、アルミの生産など

非燃焼プロセスからの二酸化炭素排出量の割合である。さらに、銑

鉄生産における削減プロセスに必要で、製鉄所から発生する炭素の

割合は、大気に二酸化炭素として直接放出された場合プロセス排出

量としてみなされる。

このように、二酸化炭素排出が、前提となる化学反応で定義され

排出削減の可能性が存在しない場合は、排出量取引制度で特別規定

を設けるべきであろう。またその代替案として、このような不可避
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の二酸化炭素排出量を制度から排除することもできよう。しかしな

がらその場合は、二酸化炭素の分離や吸収などの新技術や統合的削

減対策（セメントのクリンカ含有量の削減）に対するインセンティ

ブが欠落してしまう。

このような背景から、燃焼以外のプロセスからの二酸化炭素排出

量も制度の対象とすべきである。直接排出量削減の技術的可能性の

欠如は、平均ベンチマーク、マルス、グランドファザリング制度で

1.0の遵守係数を設定することで反映することができる。この場合、

プロセス排出量は削減義務に制限されないが、二酸化炭素排出の機

会費用によって上記のような新規および統合的対策のインセンティ

ブが確保されるであろう。

第２に、排出量取引制度のカバー範囲が一部の部門に限られてい

た場合、複数の生産物を製造する施設では問題に直面するかもしれ

ない。

特にコジェネレーション工場は負のインセンティブを受けるかも

しれない。コジェネレーション発電所からの有用な熱の供給が発電

所において電力生産の減少をもたらし、この熱が排出量取引制度で

は対象外とされるボイラーからの熱と競合する場合、事業者は有用

な熱の生産量を削減するインセンティブ、つまり同量の排出枠内で

より多くの発電を行いその他の発電所に対する競争的位置を改善す

るようなインセンティブを与えられる。

この場合、熱はその他の資源から供給されなければならないため、

トータルではどのような排出も削減されず、同量またはより多量の

排出につながる可能性がある。

このような負のインセンティブ（排出量取引とその他の部門のイ

ンターフェースに関する問題を表している）を取り除くため、特別

規定を導入するべきである。つまり、追加的排出枠をコジェネレー

ション施設に配分するか、有用な熱供給に関する排出量を制度から

排除すべきであろう。一貫性の観点からは第１の選択肢が望まし

い。

新施設に対するベンチマーク式制度が設定されたなら、新規

CHP発電所への配分は、発電と熱供給で別々の配分に基づくべき

である。

4.6.4 その後の約束期間の配分規定

日本の排出量取引制度は連続的な約束期間にあわせて構築される

べきである。またこの期間を京都議定書の約束期間と一致させ、
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2008年以降の５年間とすべきである。

結果、その後の約束期間の配分規定で第１約束期間の初期配分と

新規参入者のための規定を修正しなければならない。

一つの選択肢は、その後の期間の全排出枠の基礎を第１期間の初

期配分に置くことである（継続的グランドファザリング）。しかし、

この方式では早期対策の問題が存続し、工場閉鎖による長期間の偶

発的利潤がもたらされ、経済成長やその他の要因の反映が不可能と

なってしまう。

継続的グランドファザリングの代替案はアップデート方式であ

る。初期配分かベンチマーク方式の場合、さらなるベンチマーク配

分のための活動データを更新された基準期間から導出するものであ

る。

アップデート方式がベンチマーク方式の枠組みではなくグランド

ファザリング方式において適用された場合、アップデート方式の一

部のメリットが失われる。排出枠の無償配分は更新された基準期間

の過去の排出量に基づく。となると、排出量削減対策から得られる

経済的メリットは数年間に限られてしまう。つまり、早期対策をと

ることがデメリットになるという問題が半永久的に続き、効率性が

失われるかもしれない。

このような背景から、ベンチマークは第１の選択肢として望まし

く、またこれにはその後の約束期間の基準となる活動（発電、生産）

に対するアップデート方式を完備すべきである。さらに、その後の

約束期間については配分規定にオークション方式の要素を取り入れ

てもよいであろう。

最後に、排出量取引制度の導入に欠かせないことは、透明性を確

保し､長期的な炭素価格を考慮して投資決定が行われるように中長

期的排出量削減目標に関する合意がなされることである。
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５　日本の排出量取引制度を
リンクさせるには

国内排出量取引制度をその他のメカニズムにリンクさせる可能性

は、排出量取引がもつ大きなメリットの一つである。そのようなリ

ンクは決定された目標達成にかかる総費用削減の助けとなり、競争

に由来する歪みの問題を軽減しつつ、制度の効率性を大幅に改善す

る。

排出量取引制度のリンクは２つの側面において考慮されるべきで

ある。

１．排出量取引と、京都議定書の柔軟性メカニズムからのクレジ

ットのリンク

２．日本の潜在的排出量取引制度とその他の国・地域の排出量取

引制度とのリンク

京都議定書の柔軟性メカニズムからのクレジットは様々な形で排

出量取引制度にリンクさせることができる。

第１に、政府は、京都議定書約束への国内対策の割合を減少させ

ることを目的として、柔軟性メカニズムからクレジットを獲得でき

る（図５の枠組みにおける第２レベル）。政府は関連期間内に獲得

するクレジット量を決定し、それを購入するのに必要な資金をとっ

ておかねばならない。

第２に、排出量取引制度の設計の仕方により、京都議定書のプロ

ジェクトベースのメカニズムからのクレジットを排出量取引制度の

排出枠に変換することができる。排出量取引制度の対象である企業

は、温室効果ガス削減対策の実施・排出枠の購入、柔軟性メカニズ

ムからのクレジットの購入のいずれかから選択できる。国内対策か、

海外からのクレジットか、の選択は市場が決定するであろう。この

ことにより、排出量取引制度の対象となる企業が、クリーン開発メ

カニズムや共同実施事業の開発を行う明示的なインセンティブをも

つため、さらに追加的なメリットがこのオプションからもたらされ

る。

この種のリンクが必要とする追加的な行政側の取組み努力は限ら

れているが、京都議定書のプロジェクトベース・メカニズムからの

クレジットが、京都議定書の第１約束期間以前に排出枠に切り替え
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られるとしたら、ダブルカウントを避けるために規定を設ける必要

がある。

国内対策の削減費用について重大な不確実性が存在し、また海外

から確固たる量のクレジットを適当な価格で購入することが期待で

きない場合は、リスクシェアリング・メカニズムを設計しておくこ

とも望ましい。政府は、特定量のクレジットを柔軟性メカニズムか

ら購入、排出量取引制度の野心的な目標を定義、プロジェクトベー

ス・メカニズムからのクレジットの変換を許可し、後は市場に選ば

れるかどうかを任せればいいのである。

様々な排出量取引制度をリンクすることで、一般的に排出量削減

の効率性を改善し、産業間の潜在的な歪みを低下させることが可能

になる。他の排出量取引制度とのリンクを必然的に妨害するような

排出量取引設計オプションはないが、排出量取引制度の設計におい

て、リンクに対する潜在的な障壁を考慮することは重要である。潜

在的問題や障壁は下記の事柄から生じる18。

�配分方式

�上流・下流アプローチ

�強制的・自発的参加

�直接的・間接的排出量のカバー範囲

�絶対的・相対的目標

�バンキングとボロイング

�遵守枠組み、インセンティブ、罰則

�モニタリング、報告、認証、アカウンティング

�課税と法的責任の問題

これらの領域の潜在的問題はいくつかの技術的・法的問題に限定

される。しかしながら、制度の設計段階で、競争の歪み、環境の統

合性、リンクの可能性に対する政治的アクセプタンスを注意深く検

討すべきである。
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６　まとめと展望

本論で発表した初期評価から、排出量取引制度の日本での導入は、

費用増大を避け様々な部門で潜在的便益を生み出しながら、日本が

国際的な温室効果ガス削減目標を確実に遵守するうえで重要な貢献

をすることが明らかとなった。このような制度は適切に設計され、

恒久的に評価される温暖化対策ポリシー・ミックスの一部となるべ

きである。

制度の一般的な設計は、下流アプローチに従い、温室効果ガスを

大気に放出する施設に焦点を絞って排出枠配分と遵守が決められる

べきである。その他ガスのモニタリング制度が複雑になることを考

慮すると、初期には制度を二酸化炭素排出量に限定すべきである。

取引費用と総排出量への削減貢献をかんがみると、排出量取引制

度はエネルギー部門・産業部門の施設（プロセスからの排出を含む）

のみを対象とすべきである。燃焼施設の閾値としては、５万キロワ

ットの燃焼容量を推奨する。このレベルのカバー範囲は2002年の

約８億400万トンCO2排出量に相当する。

キャップの決め方の様々なアプローチを考えた場合、二酸化炭素

排出量を2010年までに11％削減すれば日本の京都議定書目標と一

致する。すなわち、日本の排出量取引制度で対象となる部門・施設

に対するキャップは、2008年～2012年の間、年間平均７億16万トン

CO2とすべきである。

前述した実践的・政治的制限がありながらも、初期の無償排出枠

に関してはベンチマーク方式が設定されるべきである。５年間の基

準期間を推奨するが、運用条件が規則どおりに行かない場合、その

うち１年は除外することができるようにすべきである。

基準期間については、活動データ（発電、その他生産データ）と

平均特定排出データを確認すべきである。無償配分は、基準期間活

動データ、平均ベンチマーク、11％の削減目標から導出される遵

守係数、新規参入者への無償配分のためのとりおき量から計算すべ

きである。国際競争への露出度が高い産業の競争の歪みを避けるた

め、遵守係数はエネルギー産業とその他産業部門で差別化すること

が可能である。

すべての新施設は、生産物固有の（プロセス・燃料間で差別をし
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ない）利用可能な最善の技術のベンチマークに基づき、無償の配分

を受け取るべきである。そのために必要な量の配分をとっておかな

ければならない。

一部のプロセス・技術（プロセスからの排出、コジェネレーショ

ン）については、これらがもつ特定の制限や逆行するインセンティ

ブの可能性を反映するために、特別規定が導入されるべきである。

その後の期間への配分は、ベンチマーク関連の活動についてのア

ップデート原則に基づいて行うべきである。将来の配分に関しては、

オークションの要素を取り入れることも考慮すべきである。

その他の国際排出量取引制度との互換性およびゲートウェイの創

設は、大幅な費用削減が可能となるため、日本の制度設計の際、最

初から基本的特性として組み入れるべきである。

排出量取引制度の実施にはデータ確認・モニタリング、政府組織

にとっての新たな責任・仕組みが必要とされる。下記５つの詳細事

項を注意深く扱う必要があろう。

１．排出量取引制度の導入・運用において、データの利用可能状

況は極めて重大な問題である。導入プロセスの非常に早い段階

で、データ収集、検証、認証を始めるべきである。特にベンチ

マーク方式に必要なデータを過小評価すべきではない。

２．データ・方法の検証、認証のインフラを開発しなければなら

ない。コンサルタントや認証業者はこの領域において人材育成

をする必要がある。また、そのために必要な規定を早期に導入

しなければならない。

３．配分と制度管理のために、追加的な行政能力が必要となる。

ドイツでは80人の職員を擁する機関が年間５億トンのCO2を

扱う排出量取引制度を管理している。よって、日本では130人

の職員を擁する同様の機関を想定すべきである。

４．排出量取引制度は、包括的なデータ管理と登録簿などの新た

な管理ツールを必要とする。このようなツールは設計プロセス

の早期段階で開発・導入されなければならない。

５．取引そのものに関わる問題はしばしば過小評価されるが、事

前に十分な備えをしなければならない。誰が取引する資格をも

つか、といったことから、排出枠の法的性質（金融ツールなの

か商品なのか）について、さらに関連規定と税問題など、問題

は、幅広く存在する（最近のEUの経験から、排出枠を商品と

定義することを推奨する）。
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このように、導入に関する詳細な問題に関して必要な事柄を、短

く不完全にリストアップしたが、つまり導入に際しては、うまく組

織化され、極めて透明なプロセスが必要であることを示している。

排出量取引制度を支持する基本的決定がなされたならば、設計プロ

セスと並行して導入プロセスを立ち上げるべきである。排出枠配当

の原則の定義は複雑で、問題の性質上非常に政治的なプロセスとな

るだろう。しかし、これらの必要かつ徹底的な議論と同時に、制度

が求めるインフラと人材育成が早急に始められるべきだ。この点に

おいては、EUの制度での失敗から多くを学ぶことができるだろう。

EUでは制度のインセンティブ構造がしばしば不明瞭で、一つの

問題に関する多様な利害が多くの特別規定につながり、排出枠の配

分は、制度を必要以上に複雑なものにしてしまった。こうした経験

から、非常に透明性の高い設計・導入プロセスが制度の導入の成功

と支持を得るためのカギとなることが明らかになった。

排出量取引制度の実施とリンクについては今後も試行錯誤が続け

られる。制度設計にあたり、EU制度と調整できるようにすること

は、最初から重要な基準とするべきである。

しかしながら、排出量取引制度を設立するときは、当初多大な努

力が求められたとしても、そうしたことは、すべての長期投資に必

然的な特徴であるといえよう。すなわち初期段階での資源の投資は、

将来における進展と効率性向上の可能性を確保するのに役立つので

ある。
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